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第 3 章 高度成長期の学生生活と学生運動 
 
 
第 1 節 高度成長期の学生生活 
 
（1）大学の大衆化 
 
戦後日本経済の発展と科学技術教育の振興 

 第 2 次世界大戦で国富の 4 分の 1 以上を失った日本の経済は、1955（昭和

30）年に産業総合の生産指数で戦前の最高水準を上回り、1956 年度の『経

済白書』は、「もはや戦後ではない」と、日本の経済が新しい段階に入ったこ

とを告げていた。そして 1956 年以降、日本の経済は年率平均 10%の成長を

とげ、1962 年には、実質国民総生産は 1956 年の約 2 倍、製造工業指数は 3

倍弱となった。この高度経済成長を支えたのは、重化学工業を中心とする民

間の設備投資であり、その背景には科学技術教育の振興政策が存在した。 

日本の産業界は、1952 年から 1957 年にかけて、日本経営者団体連盟の名

のもとに、「新教育制度の再検討に関する要望書」（1952 年 10 月）、「当面教

育制度改善に関する要望」（1954 年 12 月）、「新時代の要請に対応する技術

教育に関する意見」（1956 年 11 月）、「科学技術教育振興に関する意見」（1957

年 12 月）などの意見をあいついで発表した。これらは、産業界の立場から

新教育制度を批判し、技術革新と経済の成長発展に対応する技術者・技能者

を計画的に養成教育することを求めたものであり、大学教育については専門

教育・科学技術教育の拡充を要求していた。とくに、1956 年の意見書では、 

わが国においては、戦後学校制度の変革をみたが、技術教育の重要性は

殆ど顧みられることなく、大学については理工系に対し法文系偏重の風

は依然改められず、義務教育についても理科教育および職業教育の重視
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の実は一向に挙がっていない。いまにして経済の画期的な成長発展に対

応する技術者・技能者の養成計画を樹て産業技術向上の確保を図らない

ならば、わが国科学技術は日進月歩の世界水準に遅れをとり、列国との

競争に落伍することはけだし必至の勢であり、悔を次の世代に遺すもの

といわなければならない 

と述べていた。 

 第 2 の産業革命ともいうべき技術革新時代において、日本が世界の先進国

とならんで産業経済を発展させ、国力の伸張をはかるためには、その基礎と

なる科学技術の画期的振興が重要であり、そのためには大学および高等学校

以下の科学技術教育の充実、大学とその研究所における基礎研究の促進等を

はかることが急務である、としていたのである。 

 

理工系学生の増員計画 

 1957（昭和 32）年 12 月、政府は経済審議会の答申にもとづく「新長期経

済計画」を閣議決定した。この新長期経済計画は、「経済の安定を維持しつつ

できるだけ高い成長率を持続的に達成することによって、国民生活の着実な

向上を図りつつ、完全雇用の状態に接近すること」を目標とするものであっ

たが、安定した長期にわたる経済発展を保証するものは技術の進歩、とくに

「世界的な技術革新の趨勢に対応した科学技術の振興」であるとし、その遂

行上裏付けとなるべき人材養成、とくに技術者の養成を重視していた。 

 文部省はこれにさきだち、従来の施策では最近の科学の諸分野における画

期的な進歩と産業技術の革新に適応対処していくには不十分であるとして、

1957 年 4 月に中央教育審議会（中教審）に「科学技術教育の振興方策につ

いて」を諮問していたが、その答申は同年 11 月に提出された。答申は政府

に対し、科学技術教育の振興を緊急重要政策とし、周到な計画と充分な予算

の計上および必要な行政機構の拡充に強い決意で着手するように求め、大学

における科学技術教育については、科学技術系学部卒業者の質の向上と数の
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増加、大学院の充実、

附置研究所との協力な

どを提言していた。 

 文部省は、中教審お

よび経済審議会の審議

経過を参考に、科学技

術教育振興のための具

体策をねり、1957 年

11 月 5 日には「科学技

術者養成拡充計画」を

発表し、同月 29 日には、科学技術者の拡充と科学技術教育の質的充実およ

び基礎研究の重要性とその振興政策について述べた「科学技術教育の振興方

策」の大綱を発表した。「科学技術者養成拡充計画」は、新長期経済計画最終

年度の 1962 年度に科学技術者の新規需要推定数 2 万 7500 人に対し、理工

系学生卒業予定者数が約 8000 人不足すると見込まれることから、1958 年度

から 3 年間で、国公私立の 4 年制大学および短期大学で理工系学生約 8000

人を増募するとともに、これに必要な施設・設備を拡充しようとするもので

あった。この大学、短期大学の理工系学生 8000 人増員計画は、1957 年度実

施の増募分も含めて 1960 年度をもって完了した。 

 この間、日本の経済は計画を 2 倍近く上回る加速度的成長をとげ、「新長

期経済計画」は策定後 3 年にして廃案となり、1960 年 12 月には、政府は「国

民所得倍増計画」を閣議決定した。この「国民所得倍増計画」は、社会資本

を充実させるとともに産業の重化学工業化をはかることによって、1970 年度

の実質国民総生産を 1960 年の 2 倍に成長させるというものであり、計画実

施期間の1970年までに科学技術者が約17万人不足すると見込まれることか

ら、理工系学生の増員が必要であるとしていた。 

 文部省は、この「国民所得倍増計画」に対応して、1960 年 10 月、翌 1961

図 7-19 九大祭の学内見学（1961 年） 
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年度から 1967 年度までに 4

年制大学で 1 万人、1969 年

度までに短期大学で6000人、

合計 1 万 6000 人の理工系学

生を増募する計画を立てた。

しかし、産業界からの強い要

請もあって計画は修正され、

1961年度から 1964年度まで

の 4 年間を第 1 期として 2 万

人を増募し、さらに第 2 期の

計画を別途立てることにし

た。この 2 万人増募計画は、私立大学が理工系定員を 1 万人増加させて既存

定員を 2 倍としたことなどもあって、予定より 1 年早く 1963 年に実現をみ

た。 

 

大学志願者の急増と学生増募計画 

 理工系学生の 2 万人増募計画が終了する時期は、戦後のベビーブームの波

が大学におしよせる時期にあたっていた。また、高等学校への進学率の上昇

とともに、大学への進学率も年々上昇し、1958 年度に 25.4%であった高校

新卒者の大学志願率は、毎年 1%前後の伸びを示し、1963 年度には 29.9%と

なっていた。こうした戦後のベビーブームと進学希望者の増大による大学入

学志願者の大幅増加は、文部省の推計によれば、1966 年度からはじまり、

1968 年度にピークに達すると見込まれていた。 

 このため文部省は、1964 年 4 月、一応の試案として「大学入学志願者急

増対策について」を発表した。これは、1964 年度の増募分 6000 人を含め、

1965年度から 1966年度に学生収容力を 9万 4000人増加するというもので、

10 万人増募試案と呼ばれた。しかし、この計画は必要経費や教職員の補充に

図 7-20 教養部掲示板（1964 年） 
「試験中の心得」に見入る教養部生。 



第 3 章 高度成長期の学生生活と学生運動 

173 

ついての見通しが十分でなく、学生収容力の拡大の多くを公私立大学に求め

ながら、それに対する財政措置が明らかでなかったため、公私立大学から強

い批判が出された。そこで文部省は 8 月 31 日、同案を縮小して、1965 年度

から 1966 年度の 2 年間に 6 万 7500 人を増募するという計画を発表した。 

 そして 1965 年度に、国立大学 4400 人・公立大学 1600 人・私立大学 2 万

1000 人の合計 2 万 7000 人、1966 年度に、国立 6000 人・公立 2000 人・私

立 3 万 1000 人の合計 3 万 9000 人の増募が計画された。また 1967 年度には、

国立 4000 人・公立 1300 人・私立 2 万 2400 人の合計 2 万 5300 人、1968

年度には国立 3000 人・公立 1000 人・私立 1 万 5000 人の合計 1 万 9000 人

の増募が計画された。しかし、実際の定員増は、1965 年度が国立 3390 人・

公立 470 人・私立 1 万 5120 人の合計 1 万 8980 人と約 8000 人も下回り、

1966 年度も国立 4900 人・公立 1700 人・私立 2 万 0700 人の合計 3 万 3800

人と約 5000 人下回った。 

 この結果、1965 年度から 1968 年度の 4 年間に大学が約 4 万 3000 人、短

大が約 3 万 1000 人、合計約 7 万 4000 人の定員が拡充されたが、この間の

実際の入学者は、大学約 8 万 2000 人、短大約 8 万 9000 人と、合計約 17 万

1000 人も増加した。これらの定員外の入学者は、そのほとんどが私立大学の

入学者であり、この時期の学生急増対策は、私立大学の水増し入学によって

切り抜けられたのであった。 

 

国立大学施設緊急整備計画 

 ところで、当時の国立大学の施設は、老朽校舎の改築、1957（昭和 32）

年度以降の理工系大学・学部の大幅な学生定員増等により、緊急に整備する

必要にせまられていた。しかし、戦後における大学の施設対策は、戦災復興

と新設大学の整備が中心で、教育研究施設の設備については充分に対応して

いなかった。1960 年 5 月 1 日の調査によれば、国立学校の建物の現有坪数

は約 209 万坪（約 691 万 m2）で、そのうち木造建物が約 65.7%を占め、暫
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定基準に達しない不足坪数は 39 万坪（約 129 万 m2）、危険建物の坪数は 14

万坪（約 46 万 m2）となっていた。 

 このため文部省は、1960 年 11 月、「国立大学施設・設備の現状と対策」

を発表し、国立大学施設の整備を促進するため、「国立大学施設緊急整備計画」

を策定して、1961 年度から実施することを決定した。この計画は、1961 年

度から 5 か年計画で、従来未整備の不足坪数を応急最低基準まで引き上げる

とともに、定員増による施設の整備を行い、さらに耐久度の低い老朽危険建

物の解消と教育研究上支障の著しい木造建物の改築をはかろうとするもので

あり、具体的には 79 万坪（約 261 万 m2）の施設を 650 億円をかけて整備し

ようとするものであった。 

 その経費も、1960 年度の約 43 億円が、翌 1961 年度には約 71 億円となり、

1962 年度は、その後の事情の変化によって全体計画が、整備坪数約 98 万坪

（約 324 万 m2）、金額約 917 億円と大幅に改訂されたこともあって予算も約

130 億円と著しく増額された。1964 年度は、国立学校特別会計制度が設けら

れたこともあって、約 266 億円となり、前年度に比べて約 70 億円の増加と

なった。しかし、学生増や工業高等専門学校の新設、さらには国立学校特別

会計制度の設置等によって、この計画は 1964 年度で打ち切られた。1964 年

度までに整備された施設は、約 62 万坪（約 205 万 m2）、投下資金は 656 億

円で、進捗率は 64%であった。1965 年 5 月 1 日における国立学校の建物の

現有面積は約 826 万 m2（約 250 万坪）と、1960 年より約 41 万坪（約 136

万 m2）増加し、そのうち木造建物が 43%、鉄筋コンクリート造が 52%と、

木造と鉄筋コンクリート造の比率が逆転した。 

 特別会計に移行して 2 年目の 1965 年度における国立学校施設整備費の予

算総額は約 352 億円であり、このうち建築関係の予算は約 317 億円で前年度

より約 59 億円、23%の増であった。このように、国立大学の施設は、1961

年にはじまる国立文教施設整備五か年計画と 1964 年に設置された国立学校

特別会計制度のもとで、積極的に施設の増改築がはかられていったのである。 
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九州大学の拡充 

 高度経済成長期における大学の拡充は、九州大学においても著しいものが

あった。その中心は他の大学と同様理工系の学部であり、とくに工学部はこ

の時期著しい発展をみた。図 7-21 は、1960（昭和 35）年以降における九州

図 7-21 九州大学学部別講座の変遷 
出典：『九州大学一覧 総括編』 
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大学の各学部の講座数の変遷を示したものであるが、1949 年に 50 講座であ

った工学部の講座数は、20 年後の 1969 年には 120 講座と 2.4 倍になってお

り、学科も、1954 年に建築学科が設置されて以後、航空工学科（1956 年）、

合成化学科（1957 年）、生産機械工学科（1958 年）、電子工学科（1959 年）、

化学機械工学科（1960 年）、鉄鋼冶金学科（1961 年）、動力機械工学科（1962

年）、水工土木学科（1963 年）、応用原子核工学科（1967 年）と、毎年のよ

うに新設されていった。また、理学部でも学科の新設こそみられなかったが、

既設学科の拡充を中心に、1949 年から 1969 年までの 20 年間に、24 講座か

ら 46 講座とほぼ講座数が 2 倍に増加した。農学部もこの間、林産学科（1961

年）、食糧化学工学科（1969 年）の 2 学科が増設され、講座数も 33 講座か

ら 47 講座に増加した。 

 医学部は、1949 年の 28 講座が 1969 年には 32 講座と、医学部自体として

はそれほど大きな伸びはみられなかったが、この間に薬学部（1964 年）と歯

学部（1967 年）の 2 学部が新設され、1969 年には、それぞれ 13 講座・9

講座となって、医学系全体としては大きな発展を示した。 

 これに対し文科系は、経済学部が経済学科および経営学科の設置（1965

年）もあって 1949 年の 9 講座が 1969 年には 16 講座と大きく拡充されたが、

法学部は 16 講座が 22 講座、文学部は 19 講座が 23 講座とそれほど大きな伸

びはみられなかった。1949 年に設置された教育学部は 1954 年に 8 講座で一

応の完成をみたのち、1969 年には 11 講座となった。 

 こうした学科・講座の増設に伴って九州大学の学生数も急増し、昭和 20

年代を通じて 1000 人前後であった入学定員は、1968 年には 2000 人を突破

した。この大部分は理工系の学生で、1949 年度に 31%であった理工科学生

の入学定員の比率は、1969 年度には 47%と約半分を占めるようになった。

これに対し文科系は、50%から 31%へと大きく減少した。 
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（2）学生の健康管理 
 
学生の健康管理体制 

 学生の健康管理については、九州帝国大学が創立された 1911（明治 44）

年 12 月に「学生診療規程」が設けられ、工科大学・医科大学の学生に対し

て、附属医院内科が中心になって診療を行っていた。その後農学部・法文学

部が増設され、学生数が増加すると、1937（昭和 12）年 10 月に旧第八臨時

教員養成所の建物に学生診療所が開設されたが、これは戦後第三学生寮に転

用された。 

 学生の定期身体検査は、毎年 5 月中に実施され、検査の結果、異状のある

者については精密検査を実施し、その結果、要注意・要療養と認められた者

に対しては、学生部が学医と連絡して種々の疾病対策を講じていた。附属病

院には各科に学医が指定されており、一般患者の診療とは区別して学生のた

めに毎週所定の診療日時を定めて診療が行われていた。 

 1957 年には学生の健康管理を推進するため、箱崎地区のテニスコート隣に

新しく健康相談所が完成し、6 月 1 日に開所した。日曜を除く毎日午後、学

医が相談にあたったほか、レントゲン間接撮影、尿検査、検便、血沈なども

実施された。教養部には保健室が設けられ、附属病院から非常勤講師が来校

して診療にあたった。 

 この頃の健康管理対策は結核対策が大きな柱となっており、教養部保健室

と学部健康相談所には学生専用の X 線間接撮影機が設置され、所定の日に X

線胸部間接撮影が行われた。そしてこの間接撮影および定期身体検査によっ

て異状を認められた者や結核回復者に対しては、年に 2 回～3 回、定期に検

診を実施し、学医、学生部を中心として個々の病状の分析と個々人の健康相

談に応じていた。 
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学生相談室とカウンセリングルーム 

 このように 1950 年代までの健康管理対策は主として結核対策が大きな柱

となっていたが、1960 年代に入ると精神神経異常者や自殺する学生が増加

し、九州大学においても精神衛生面からの対応を迫られるようになった。こ

のため 1963（昭和 38）年 4 月には教養部にカウンセリングルームが設けら

れ、同年 8 月には箱崎地区に学生相談室が設けられて、専門のカウンセラー

が配置された。また、1963 年度からは新入生全員に精神衛生に重点を置いた

健康調査表による個人調査が実施されるようになった。 

 教養部では 1961 年から心理学教室でカウンセリング活動が始められてい

たが、1963 年 4 月 11 日の教養部教授会において、増加した運用定員の教官

1 名分をカウンセリング担当の専任教官に宛てることが決定され、その所属

が心理学教室とされた。箱崎地区の学生相談室は、健康相談所内に設けられ

た。 

 

保健管理センターの設置 

 1965（昭和 40）年 6 月 30 日、国立大学協会は要望書「大学健康管理の改

善整備について」を文部・大蔵両大臣に提出した。これをうけた文部省は、

翌 1966 年 1 月 19 日、大学生の精神神経異常者などの増加に対処するため、

各国立大学に順次保健管理センターを設置する計画を発表した。そして、同

年 4 月「国立学校設置法施行規則」の一部を改正して、東京・京都・長崎・

島根の 4 大学に保健管理センターを設置し、5 月 20 日には「保健管理センタ

ーの設置について」を各国立大学に通達した。これによれば、保健管理セン

ターは、学生の心身の健康の保持増進をはかることを目的に、大学の保健管

理に関する専門的業務を一体的に行う厚生補導のための施設として設置され

るものであった。 

 九州大学の保健管理センターは、東京商船・岡山・弘前など 9 国立大学と

ともに第 2 期設置校として、1967 年 6 月 1 日に設置され、実質的には 1968
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年 4 月から業務を開始

した。学部に属さない

全学共通施設であるた

め、全学的な保健管理

委員会が設けられた。

これに伴って学生の健

康管理業務は保健管理

センターが主管するこ

ととなり、従来の健康

相談室と学生相談室は

保健管理センターに吸

収された。しかし教養部については、機構上の関係からセンターの管轄外に

留まることになった。1968 年 1 月 1 日、所長、保健管理医およびカウンセ

ラーの発令があり、同年 4 月、箱崎農学部地区に鉄筋コンクリート造平屋建

328 m2の建物が竣工し、規則の制定をまって本格的業務が開始された。 

 大学紛争終結後の 1970 年 5 月、医学部教官会からの要請もあり、保健管

理委員会は部局長会議に保健管理の将来構想について検討を行うよう具申し

た。その結果、部局長会議の決定によって保健管理検討委員会が発足し、同

年末にセンターの人員充実が必要であることを骨子とする答申案が提出され

た。この答申案にはセンター専任教官が教官として充分に研究にも従事でき

るような配慮がされていた。そして、翌 1971 年度から大幅に運用定員増が

認められることになり、教養部地区・堅粕地区・箱崎地区にそれぞれ保健管

理医が置かれ、精神衛生面にも医師である教官の配置が可能となった。また、

1971 年 2 月には、医学部附属病院外来棟 2 階に保健管理センター堅粕分室

が開設された。 

 
 

図 7-22 保健管理センター 
出典：『九州大学一覧 総括編』1970 年度。 
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（3）学友会と課外活動 
 
学友会 

 九州大学学友会は、1949（昭和 24）年に学友会と自治会を統一した学友

会として新たに発足したが、その後会則が実状にあわなくなったため、1955

年の春から中央執行委員会で稿を練り、同年 12 月 18 日の代議員総会におい

て、特別会員に関する条項のみを残して可決された。そして、翌 1956 年 5

月 8 日の評議会に諮問事項として提案されたが、会の性格、特別会員の範囲

ならびに会員としての恩典、協議会および会長の権限等について疑義があっ

たため、学友会参与会に差し戻され、1958 年 2 月 25 日の評議会においてよ

うやく決定された。 

 新会則によれば、大学院学生を含む九州大学学生を正会員とし、九州大学

総長、教授、助教授、専任講師、事務局長、学生部長、両部局の各課長およ

び課長補佐、各部局事務長、および入会を申し出たその他の教職員を特別会

員とした。それまで大学院学生は正会員ではなく、入会を申し出ることによ

って会員となる特別会員とされていたが、新制大学院制度の確立と大学院学

生の増加をうけて正会員とされることになったのである。また、従来は正会

員と特別会員以外に、入会を申し出た卒業生からなる賛助会員と学友会に功

労があった者のなかから協議会が推薦する名誉会員があったが、新会則では

この両者は削除された。役員としては会長・副会長・顧問が置かれた。会長

を総長とするのは従来と同じであったが、副会長はそれまでの各学部長およ

び各分校主事から学生部長に改められ、各学部長および教養部長は顧問とな

った。それまでの中央顧問・総部顧問・部顧問は廃止された。 

 学友会の機関としては学生会と協議会が置かれた。このうち協議会につい

ては従来と同じで、会長、副会長、学生部参与、事務局長、補導課長、厚生

課長および学生中央執行委員長、副中央執行委員長、書記長、中央執行委員

からなる協議会委員によって組織され、学友会の運営に関する重要事項を協
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議決定する機関であった。学生会は新しく置かれたもので、その運営機関と

して、代議員総会、中央委員会、中央執行委員会および単位組織が置かれた。 

 代議員総会は正会員の意思の最高決定機関であり、代議員については各学

部および教養部は基本数 5 名（以前は 20 名）に加えて所属正会員 100 名に

つき 1 名の割合で選出するという点は同じであったが、新たに大学院各研究

科から 1 名ずつ選出することになった。中央委員会は従来の中央常任委員会

にかわって設けられたもので、代議員総会から次期代議員総会までの間の議

決機関であり、中央委員は各学部、教養部、大学院の学生自治組織から 2 名

ずつとその他の単位組織から 3 名ずつ選出された。中央執行委員会は、学生

活動の最高執行機関で、専門部と書記局によって構成され、専門部は総務、

文化、体育、厚生等の部門に分れていた。中央執行委員長 1 名と中央執行副

委員長それに中央執行委員 5 名は代議員総会で選出され、書記局を統轄する

書記長 1 名は、中央執行委員会の互選によって選出された。単位組織として

は、学生自治組織、文化総部、体育総部、厚生総部、学窓会、出版部が置か

れ、それまであった庶務部・調査統計部は廃止され、保健部は特別委員会の

もとに置かれることになった。 

 1959 年の学友会予算は、収入が新入生会費 353 万円余を中心に約 453 万

円余、支出が、文化サークルを統括する文化総部 37 万円、体育サークルを

統括する体育総部 97 万円余、事業部 102 万円、厚生部 15 万円、アルバイト

部 27 万円余、健康を守る会 6 万円余、出版総部 33 万円余、自治会 83 万円

等で、合計 462 万円余となっていた。 

 

文化サークル 

 文化サークルは学友会の文化総部のもとに統括されていた。文化総部は、

サークル・キャップの互選によって選出され、学友会中央執行委員会に直結

して、文化サークルへの予算配分や新入生オリエンテーション、九大祭、九

州地区文化行事、全国ゼミナール、卒業生送別会等の学校文化行事の主催等
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を行った。 

 この時期の文化サークルには、学部と教養部共通のものに、英語研究部

（ESS）、演劇部、オーケストラ部（九大フィル）、音楽鑑賞部、九大キリス

ト教青年会、九大混声合唱団、九大コールアカデミー、福岡セツルメント、

茶道部、美術部、文芸部、法律相談部、九大ユースホステル会、マンドリン

クラブ、ダンス研究部、九大俳句会、謡曲部等があり、学部だけのものに囲

碁部、映画部、経済研究部、政治研究部、将棋部、邦楽部、法律相談部、九

大観世会等、教養部だけのものに映画研究部、カトリック研究会、化学研究

部、詩吟部、社会科学研究部、写真部、生物研究部、地学研究部、ブラスバ

ンド、仏教聖典研究会、物理部、歴史研究部、ワンダーフォーゲル・クラブ

等があった。 

 九州地区大学連合文化行事は、九州地区大学における学生課外活動の発展

と文化の交流をはかるため、1953（昭和 28）年に九州地区大学文化協議会

が主催し、熊本大学と佐賀大学が開催当番校となって第 1 回連合文化行事が

開催された。以後、国立大学が順次当番校となり、毎年 11 月にこの行事を

催すことになった。 

 九州大学は、1956 年の第 4 回に当番校となり、1963 年の第 11 回にも当

番校として、11 月 30 日、12 月 1 日の両日、音楽祭、演劇祭、美術展を開催

した。会場は音楽祭は市民会館、演劇は電気ホール、美術展は中央公民館、

写真・書道は福岡商工会議所ホールで、九州大学からは、九大フィルハーモ

ニーオーケストラ、九大マンドリン、九大コールアカデミー、九大混声合唱

団、九大ブラスバンド、モダンスカラーズ、九大演劇部、九大美術部、九大

写真部、九大書道同好会が参加した。 

 

体育サークル 

 体育サークルは学友会の体育総部の下に統括されていた。1949（昭和 24）

年には野球部等 14 部しかなかったが、1950 年代以降、準硬式野球部、バド
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ミントン部、柔道部、剣道部、弓道部、漕艇部、馬術部、航空部、ハンドボ

ール部、モーターボート部、自動車部等が加わり、1960 年代には野球部、準

硬式野球部、ラグビー部、サッカー部、バスケット部、バレーボール部、ホ

ッケー部、庭球部、軟式庭球部、バドミントン部、卓球部、柔道部、空手道

部、剣道部、弓道部、水泳部、陸上競技部、ヨット部、漕艇部、馬術部、山

岳部、航空部、ハンドボール部、モーターボート部、自動車部の 25 部があ

った。 

 九州地区大学体育大会は、1950 年 6 月に長崎大学で開かれた九州地区大

学厚生補導部長会議において、九州地区大学の対抗競技会開催のことが提案

され、同月熊本大学で開かれた準備委員会において「九州地区大学体育大会

協議会規約案」が協議された。翌 1951 年 4 月には熊本大学で九州地区大学

体育大会促進のための連絡会が開かれ、5 月に大分大学で開かれた第 4 回九

州地区厚生補導連絡協議会において「九州地区大学体育協議会規約」が決定

された。 

 第 1 回九州地区大学体育大会は熊本大学が当番校となり、1951 年 7 月 15

日に開催された。競技種目は、陸上競技、水上競技、排球、卓球、体操、硬

式野球、軟式野球、硬式庭球、軟式庭球であり、サイドゲームとしてボクシ

ング、ヨットが加えられた。冬期大会は 11 月に開幕し、蹴球、篭球、ラグ

ビーが行われ、サイドゲームとして柔道、駅伝、ハンドボール等が行われた。

九州大学は、1952 年の第 2 回、1959 年の第 9 回、1967 年の第 17 回の当番

校となり、1967 年には 7 月 11 日から 17 日の 1 週間、九州大学および市内

の各大学等の施設を使って全九州の国・公・私立の大学・短期大学計 51 校、

延べ 7000 名の学生を集めて夏期大会を開催し、11 月から 12 月にかけて秋

期大会を開催した。 

 国立七大学総合体育大会は、従来各種目別に行われていた七帝大戦を統合

して行われるようになったもので、第 1 回大会は、1962 年 7 月 28 日から 8

月 4 日まで、北海道大学の主管で行われた。競技種目は、陸上競技、サッカ
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ー、陸上ホッケー、バレーボール、庭球（男）、軟式庭球（男・女）、卓球（男・

女）、バドミントン、柔道、剣道、空手、弓道、硬式野球、準硬式野球、馬術、

ヨット、水泳、バスケットボール、ライフル、ハンドボールの 20 種目で、7

大学、計 2219 名が参加した。順位は各競技の 1 位を 10 点、2 位 7 点、3 位

5 点、4～7 位を 4～1 点としてその総計で決められ、東大が 106 点をあげて

総合優勝した。九州大学は、1963 年の第 2 回、1970 年の第 9 回、1978 年

の第 17 回、1984 年の第 23 回と、4 度主管をつとめた。 

 この間、1954 年 1 月に工学部構内テニスコート横に全学の体育活動の中

心としてスポーツセンターが開設された。1958 年 4 月には箱崎文系地区に

野球場、400m トラック、ラグビー場を擁する総合運動場（貝塚総合運動場）

が新設され、大濠公園にあった 4 個のカマボコ型米軍兵舎を移転して体育部

室が設置された。1963 年 10 月にはスポーツセンターおよび学生課体育掛事

務室が貝塚総合運動場の貝塚グラウンドと野球場の間に移転し、1966 年 4

月にはスポーツセンター横に研修センターが開設された。研修センターは、

鉄筋 3 階建の合宿研修施設として建築されたもので、部屋数は 25 畳敷と 8

畳敷が 2 階と 3 階に各 1 部屋ずつあり、収容数は 60 名（2 階と 3 階を合計）

で、サークルゼミや部の強化合宿等の施設として利用されている。 

 

厚生・保健活動 

  学友会の厚生・保健活動は、アルバイト部、購買部、食堂部、図書プリン

ト部、健康を守る会、保健部の 6 部に分れ、学生部厚生課に事務室を置いて、

その助言によって活動を行っていた。 

 厚生総部は、1948（昭和 23）年に寮生への給食施設として発足した全学

食堂をはじめ、その後設けられた購買部、喫茶部、図書プリント部などを、

1955 年に統合し、のちには学生部厚生課の管理のもとに、学生の厚生福祉の

ための事業として学生委員により運営されるようになった。その後、さらに

農学部・理学部各食堂を包括し、1958 年には教養部・医学部各購買部をも引
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き継いで、厚生総部の事業は拡大された。法文経建物地下の共済部は戦前か

らの協同組合の後身として、1956 年 3 月までは学生 3 人で個人経営を続け

てきたが、会計が乱れて受験プリントの発行などにも多くの疑惑を残してつ

ぶれ、4 月からは学友会がこれを接収して、新たに厚生総部図書プリント部

として発足した。 

 健康を守る会は、1955 年 4 月に結核学生や同じ悩みをもつ有所見者の学

生達が中心となって結成した団体である。会員数は約 350 名で、要注意学生

の保健管理と、療養学生との緊密な相互連絡によって精神的・物質的援助を

はかるとともに、講演会、懇談会、映画会等を開催して学内の保健衛生思想

の啓発普及を行い、休学者に対する『九州大学新聞』の無料配布、その他学

内事情の紹介等の慰問連絡活動を行った。1957 年 3 月には健康を守る会の

会誌『ひかり』第 1 号を刊行し、同年 12 月には機関誌『いこい』を発刊し

た。 

 保健部は、疾病その他により療養の必要を生じたときの扶助、結核の予防

その他健康一般の増進をはかるため、保健事業の企画運営を行うもので、保

健部の会計は特別会計とされていた。学生の医療共済組合制度（学生健康保

健）として、興学会時代の 1943 年に発足したもので、保健部の業務は学生

部厚生課寮務掛で取り扱われ、医学部附属病院の教授と学生部職員および学

友会中央執行委員長で組織する保健部協議会によって運営されていた。 

 アルバイト部は、アルバイトの開拓・斡旋、労働条件の確保を行うもので、

学生部厚生課に 3 名、教養部厚生掛に 2 名、医学部学生掛に 1 名の委員をお

き斡旋・開拓業務にあたっていた。 

  学窓会は 1951 年秋、「中学生および高校生に対する文化事業を通じて、九

州大学学生の厚生福祉を増進する」ことを目的として設立され、1957 年 12

月、学友会に 1 総部として加入した。学窓会の主な行事は進学指導としての

模擬試験であり、約 70 名の委員および研究部員が、試験実施の企画準備、

出題、採点、統計という一連の事務を学生のアルバイトによって処理してい
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た。毎年 4 回統一問題による学力コンクールを実施したが、その参加者は毎

回 4 万名に達した。また、主要 3 科目の通信添削を 4 月から 2 月まで毎月 1

回実施し、会員には機関誌の無料配布・無料進呈、相談等を行っていた。 

 

出版部 

 1927（昭和 2）年に創刊された『九州大学新聞』は、第 2 次世界大戦中の

1943 年に休刊となっていたが、1948 年 3 月には第 270 号として復刊された。

復刊当初は月 1 回の発行で頁数も復刊の第 270 号は 4 頁であったが、その後

は 2 頁の状態が続き、1949 年から月 2 回の発行が行われるようになった。

1963 年 11 月には第 500 号が刊行された。 

 九州大学の綜合雑誌を発刊しようという声は以前からあったが、1956 年

11 月に九州大学で開かれた九州学生文化ゼミナールの成果がこの計画に拍

車をかけることとなり、翌 1957 年 7 月に『展望』創刊号が発刊された。創

刊号は、B5 判 134 頁、頒価 50 円で、巻頭に山田穣総長の巻頭言を掲げ、具

島兼三郎教授の「安保条約をめぐる諸問題」、高橋義孝教授の「芸術と民衆」

などの記事を掲載していた。年 2 回の発行で、創刊号および第 2 号は学友会

からの出版であったが、1958 年からは展望出版部が設置され、学友会の組織

も新聞部とあわせて出版部となった。その後、『展望』は、1967 年 9 月の第

12 号まで刊行されたが、1968 年から始まった大学紛争によって休刊となっ

た。 

 
（4）生活協同組合の設立 
 
生協設立運動 

 九州大学に生活協同組合を設立しようという運動は、すでに 1953（昭和

28）年にはじめられていた。これは学内の厚生施設がばらばらに運営されて、

横のつながりがまったくなかったため、学友会厚生部費、各食堂の入会金と
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二重、三重に払わねば厚生施設の利用ができず、また監査が不確実なため不

正事件が起こったり、経営が学生生活と無関係なため理髪部・書籍部などの

施設の拡張がいつまでも引き延ばされるという状態があったためであった。

このため 1953 年 9 月に、全学食堂、農学部食堂、アルバイト組合各委員会

で九大生活協同組合結成準備会発起人会が組織されたが、10 月 21 日に開か

れた準備委員会は流会し、設立には至らなかった。 

 その後 1958 年 6 月の学友会代議員総会において、10 月を目標に生活協同

組合に切り換えることが決定されたが、このときは施設その他大学側から受

けている補助を打ち切られた場合、はたして経営が成り立つかという点でつ

まずき立ち消えになった。 

 翌 1959 年には教養部食堂の値上げ問題をきっかけに生協設立運動が本格

化した。これは、教養部講堂西側にある学生食堂の経営者から、値上げか営

業停止かという問題が出されたのを発端としたものであったが、教養部自治

会執行委員会を中心に厚生施設の生協化をはかるという方針が打ち出され、

10 月 12 日の全学厚生問題協議会において生協化の結論に達した。そして、

教養部に生協設立実行委員会を招集することになり、同月 14 日、学友会中

央執行委員会、教養部自治会、学友会厚生総部委員会のもとに仮実行委員会

が結成された。10 月 28 日には教養部の学生大会で、生協設立実行委員会の

設置、および生協設立方針が満場一致で支持され、30 名のクラス実行委員の

選出をみた。 

 こうしたなかで、11 月 21 日から 23 日にかけて、大学生協九州地区連合

大会が開かれ、それまでの六本松地区を生協化するという方針から九大全学

を生協化し、全九州の大学へ広げるという方針が打ち出された。 

 また同日、設立総会が開かれ、①定款案、事業計画、設立趣意書、その他

の諸規程の承認、②人事の決定、③賛同書の承認、④議事録作成、⑤決議文、

⑥組合費納入が可決された。11 月 26 日には、厚生総部委員会が開かれ、教

養部設立総会を確認・支持することを決定し、①生協運動の現状報告を 11
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月 28 日に行う、②生協とは何かを再確認する、③厚生総部と生協化の関係、

の 3 点が決議された。 

 1959 年 12 月 15 日、「九州大学生活協同組合設立趣意書」（資料編Ⅱ－430、

pp.256-257）が発表され、19 日には第 11 回学友会代議員総会が開かれ、生

協化の運動を強力に推進することを決議した。12 月 23 日には九州大学生活

協同組合設立総会が六番教室で開かれた。冬休み直前であったため、総会の

出席者は約 80 名、委任状 700 で、法人化を申請するのに必要な最低数をわ

ずかに上回るものであったが、発起人会提案をめぐって、活発な論議が行わ

れ、定款のうち、6 か所の修正点を含めて設立趣意書、定款、諸規定、事業

計画案について、基本線が確認された。 

 

大学当局との交渉 

 こうして九大生活協同組合設立委員会は、1960（昭和 35）年 4 月 1 日の

発足を目標に準備を進めることになったが、この間、大学当局の「全学的な

生協でないと認めない」との対応のなかで、「厚生総部を含めた生協化運動」

として再整理された。また大学側は、政治問題を生協で取り上げるのは困る

として難色を示した。 

 このため、生協設立準備委員会は、4 月 2 日、9 回目の発起人会を開き、

大学側との交渉の過程で出てきた問題点について、発起人会としての態度を

話し合った。大学側から出された主な問題点は、①生協は政治活動を一切行

わないという覚書を大学と交わす、②生協定款第 2 条 3 項に定めてある理事

のうち 1 名は厚生課長をもって充てる、の 2 点に絞られてきていた。発起人

会では、この 2 点を中心に態度を協議した結果、この 2 点については、つぎ

のような態度をとることを決定した。すなわち、①生協は本来経済団体では

あるが独禁法などとの関係からも、政治運動と切りはなされるものではない。

また、大学内の施設を使用する限りにおいて、大学内の秩序の確立には協力

するが、政治活動を行わないという覚書を大学側と交わさなければならない
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理由はないし、大学側がこれを要求する根拠もない、②生協は法人格をもっ

た独立した団体である。団体の理事に、他団体の役職をそのままあてること

には反対する。ただし、厚生課長個人が役員選挙に立候補し、選挙を通じて

理事になることには反対しない。生協設立準備委員会は、その後の大学側と

の話し合いで、このような発起人会としての見解を大学側に通知した。 

 その後、4 月 23 日の発起人会で決定された最終的案に、学生部参与会の意

見を汲み入れることで話合いがつき、結局この線が 4 月 26 日の学部長会議

でも認められた。すなわち、厚生課長を職制として理事中に含めるかどうか

については、厚生課長を理事に推薦することを新しく生まれる理事会への申

し送り事項として認め、大学と取り交わす誓約書の中に「経済活動に専念す

る」という内容を含めるかどうかという点については、発起人会は数回の討

論を通じて、文書としては取り交わさないという線はあくまで崩さない方針

を出していたが、学部長会議以前の段階で大学側との話し合いがつき、「学内

の秩序は乱さない。また大学からの申入れについては、その都度協議する」

ということにおさまった。 

 

九州大学生活協同組合の設立 

 発起人会は、5 月 9 日に福岡県庁に認可申請を行い、1960（昭和 35）年

10 月、消費生活協同組合法による「九州大学生活協同組合」が設立された。

生活協同組合は九州大学の教職員および学生を組合員とし、教職員 9 名・学

生 12 名・その他 4 名以内の理事を総代会において選出して、組合の事業運

営にあたることになった。 

 同年 11 月 1 日・2 日の両日生協総代選挙が行われ、11 月 12 日午後 2 時か

ら工学部九番教室で第 1 回生協総代会が開かれた。総代会では、まず 1960

年度前期事業報告で一般活動報告、業務経営一般報告、決算報告および監査

報告が行われた。つづいて後期活動方針が提案され、そのなかで学生・教職

員が学内厚生福祉の主体であり、生協はその実現に努める唯一のものである
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ことを確認し、大学・政府は使用料の受益者負担を撤回して、援助を与える

ように要求した。そして、当面の活動方針として、①組合員の声を反映させ

生協の大衆化をかちとるための組合活動、②経営の合理化、運営の民主化を

かちとる業務活動、③学内厚生福祉施設の向上とその生協一元化を目指す教

育環境整備活動、④生協組合の課題を確立し、共同統一事業を活発にする連

合会活動、等を設定した。つぎに、1960 年度下半期業務経営方針が提案され、

最後に役員改選が行われて、理事長に正田誠一経済学部教授が選出された。 

 1965 年 4 月、生活協同組合の事務室が旧第二学生寮の 2 階に置かれたが、

1968 年 4 月には旧第三学生寮（現在の松浜厚生施設）へ移転した。また、

同年には五十周年記念講堂食堂の営業開始とともに全学食堂および全学軽食

堂は閉鎖し、第二学生集会所にある生協事務室および応用力学研究所・生産

科学研究所の敷地内の物品倉庫は第三学生寮の一部に移転するという条件の

もとに、記念講堂の食堂経営が生協に委託され、翌 1969 年 1 月より記念講

堂に食堂および書籍販売所が開設された。 

 
 
第 2 節 学生会館・学生寮の建設 
 
（1）学生会館の建設 
 
学生会館の建設 

 1959（昭和 34）年 3 月、文部省は「国立大学学生会館設置計画要項」を

発表し、条件の整った大学から逐次学生会館を建設することを計画した。そ

して、1959 年度にはお茶の水女子大学と徳島大学にはじめて学生会館を設置

した。 

 九州大学で学生会館の建設問題が具体化したのは、1961 年度になってから

である。教養部の学生は、同年 5 月に学生会館建設運動の核として「教養部
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厚生問題協議会」を結成し、大学側も 6 月の教養部教授会で 1962 年度の概

算要求に学生会館建設のための予算を盛り込むことを決定した。 

 同年 7 月、教養部の学生は大学に対し、大学側と学生側が協力して学生会

館設立運動を進めるため、学生会館設立推進委員会の設置を求める要望書を

提出した。この委員会は 10 月 5 日、「学生会館建設委員会」として設置され、

その第 1 回会合が、同月 20 日に開かれた。この第 1 回会合では、学生会館

設立の基本理念を確立するとともに、委員会の構成メンバーを決定した。し

かし、建設委員会の実質的審議が開始されたのは翌 1962 年 6 月 18 日の第 4

回会合からであり、そこではじめて学生会館の意義、敷地、管理運営、経理

等の具体的な内容が討議されることになったが、学生側の要求と大学側の方

針との食い違いは大きく、審議は進展しなかった。 

 1963 年 4 月 9 日、学生会館建設の許可が内示された。このため教養部は

あらためて協議の早期決着をはかることになり、新たに教官のみの学生会館

設立委員会を構成した。そして、学生側の要求を最大限組み入れながらも 7

月には学生会館施設の最終案を決定し、この案にもとづいて同年 9 月から着

工されることになった。 

 「九州大学学生会館規則」は、同年 11 月に教官のみの規則委員によって

最終的な詰めを行い、建設委員会の数回にわたる審議を経て、翌 1964 年 2

月28日の教養部教授会で承認され、6月9日の評議会において決定された（資

料編Ⅱ－428、pp.250-252）。「学生会館使用細則」は、学生会館規則にもと

づいて選出された学生会館運営委員会が作成にあたることになったが、学生

側委員 10 人の構成（自治会代表・生協学生運営委代表・女子学生の会代表・

サークル連絡協議会代表各 1 人、一般学生代表 6 人）が決まったのは 10 月

であった。しかし、ようやく成立した運営委員会においても使用細則の審議

は難航し、管理責任を重視する大学側と大幅な自主運営を主張する学生側と

の間になかなか合意が得られず、1965 年 1 月にいたってようやく、日常運

営については当面暫定案によることとして一応の決定をみた。この間、1964



第 7 編 高度経済成長下の九州大学 

192 

年 5 月に学生会館（総建坪 759 坪）は竣工し、6 月 25 日に披露式が行われ、

翌 26 日大集会室において開館式が挙行された。 

 ところで、戦前の九州帝国大学には第一・第二・第三の学生集会所があっ

たが、病院地区にあった第一学生集会所は、創立 50 周年記念事業のひとつ

として同所の敷地に同窓会館が建設されることになったため、1966 年 10 月

に取り壊された。旧法文経建物の裏にあった第二学生集会所は、第 2 次大戦

後のきびしい住宅難のなかで、第二学生寮に改築されていたが、1965 年 3

月に松原寮が完成すると、1967 年 4 月にはふたたび 1 階に第二学生集会所

が開設され、2 階には生活協同組合の軽食堂と事務室が置かれることになっ

た。しかし、これも 1969 年 3 月には取り壊され、戦前からの学生集会所と

しては第三学生集会所（三畏閣）だけが残ることになった。なお、教養部の

亭々舎は旧制福高時代の 1923（大正 12）年 9 月に生徒集会所として建設さ

れ、1949（昭和 24）年に旧制福高を合併して新制九州大学が発足した際、

九州大学に引き継がれたものである。 

 

九州地区国立大学九重共同研修所 

 1937（昭和 12）年 7 月に学友会によって大分県玖珠郡九重町筋湯に開設

された三楽台は、運営難のため 1955 年 2 月に敷地・建物とも九州大学に寄

贈され、九重研修所（九大山の家）として運営されることになった。 

 この九重研修所（九大山の家）は九州大学の関係者に親しまれ大いに利用

されたが、大学の拡大とともに利用希望者が増大し、また、九州地区の国立

大学でも共通の施設を作りたいとの要求が強まり、1957 年頃から九重に九州

地区国立大学の共同研修所を建設しようという議論が行われるようになっ

た。そして、1959 年 12 月には、文部省に対し九州地区大学長連名の要望書

が提出され、さらに翌 1960 年 6 月にも、「この施設は、学生が大学の枠を越

えて、広く他の教職員、学生の接触の場をもつことであり、また寝食をとも

にすることによって相互理解を深める機会をもつことが、その具体的なねら
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いであります。こうし

たことが、現在の大学

教育の欠を補って課外

教育の真価を発揮する

所以だと信じます」と

の、九州地区学生部長

連名の要望書が提出さ

れた。1961 年からは毎

年のように九州大学か

ら研修所設立のための

概算要求を繰り返した

が実現には至らなかった。そこで 1965 年には再検討を行い、同年 7 月に再

度学長連名、学生部長連名の設立要望書を提出して、九州大学から概算要求

を行った。 

 その結果、1966 年度予算においてその設置が認められ、1967 年 2 月、大

分県玖珠郡九重町の九重研修所（九大山の家）の敷地内に着工し、同年 11

月に竣工をみた。その後、内部設備の整備が行われたのち、1968 年 7 月 9

日に九州地区国立大学九重共同研修所の開所式が挙行され、7 月 11 日から開

所した。九州地区国立大学の学生および教職員の共同利用の研修施設として、

九州大学に置かれたものであり、鉄筋コンクリート 3 階建、総面積 1066m2、

収容人数は約 80 人で、研修室大 1 室（54 畳）、同小 9 室（10 畳）、食堂、ロ

ビー、浴室等を備えている。 

 
（2）学生寮の建設 
 
田島寮の竣工 

 1950 年代半ばの九州大学には、第二学生寮、第三学生寮、学生寄宿舎、松

図 7-23 九重共同研修所 
出典：『九州大学一覧 総括編』1970 年度。 
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原寮、女子寮等の学生寮があったが、このうち学生寮として建られたのは、

1926（大正 15）年に建てられた学生寄宿舎と 1955（昭和 30）年に建てられ

た女子寮だけで、第二学生寮は第二学生集会所、第三学生寮は学生診療所を

改造したものであり、松原寮は個人経営のものを借り上げているという状態

であった。 

 一方、教養部構内には旧制福高時代の 1922（大正 11）年 9 月に建てられ

た学而寮があったが、1951（昭和 26）年 10 月に第三分校の替地として教養

部近くの田島にあった福岡県立女子大学の寮の敷地が平屋建築の寮 2 棟とと

もに移管された。これによって 1953 年 10 月にまず 58 人の寮生が学而寮か

らこの寮に移った。そして学而寮東・西各 1 棟、五号・六号寮を田島に移築

して、二号・三号宿舎とし、1954 年 2 月に入寮を開始した。1956 年 3 月に

は、四号・五号宿舎を新築し、食堂・炊事場・浴室・娯楽室の一部を学而寮

の古材をもって建築した。1958 年 3 月には、六・七号宿舎の移築が完了し、

学而寮はサークル室として使用されることになった南寮を除いて全面的に取

り壊された。 

 1961 年における各寮の定員は、第二学生寮が 36 名、第三学生寮が 21 名、

学生寄宿舎が 40 名、松原寮が 42 名、女子寮が 28 名、教養部田島寮が 413

名であった。1963 年 4 月には工学部構内プール横にあった学生寄宿舎が第

一学生寮と改称された。 

図 7-24 教養部田島寮（1963 年） 
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経費負担区分問題 

 1962（昭和 37）年 7 月 25 日、文部省の諮問機関である学徒厚生審議会は、

文部大臣の諮問にもとづいて「大学における学寮の管理運営の改善とその整

備目標について」という答申を行った。答申は、①学寮の現状、②学寮の意

義、③学寮の管理運営の改善、④学寮施設の計画、の 4 項目をあげ、①学寮

の現状については、寮管理に対する大学の責任が不明である、②学寮の意義

については、従来までは経済的負担の軽減が重視されたが人間教育の場とし

ての面が重要である、③学寮の管理運営の改善については、イ）大学は寮生

の自治能力発展のために必要な助言・指導をする責任がある、ロ）大学は寮

生との協力によって、学生寮運営規制を定める、ハ）経費の負担については、

大学が負担する経費と寮生が負担する経費を区分する、と述べていた。この

答申は、学生寮の自治を侵すものとして問題になり、田島寮では寮生大会を

開いて、答申案に反対の決議を行った。 

 1964 年 2 月 18 日、文部省はこの学徒厚生審議会の答申にもとづき、「学

寮における経費の負担区分について」を通達し、国立大学の学寮の管理運営

に要する経費の負担の基準を設定し、すみやかにこれによって処置し、予算

の適正な執行をはかるように通達した。さらに同年 8 月には「○○大学学寮

管理運営規則（参考案）」を通達して、具体案を示し、光熱費・水道料などを

寮生負担と明示した。この通達は、受益者負担主義として各大学で問題化し

た。 

 

新寮建設問題 

 九州大学では、寮の建設について早くから文部省に概算要求を提出してお

り、寮生の間でも準備委員会が設けられて、建設運動が行われていた。その

結果、1963（昭和 38）年に学生寮の用地として農学部から 2000 坪（約

6612m2）の割愛を受け、男子寮が建設されることになった。 

 これに対し学生側は、①新寮の学生による完全自治、②光熱水道料等の経
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費負担区分の原則に反対、③寮費 3 倍値上げ反対等を要求し、1964 年 5 月

以来、大学側との交渉が行われた。6 月 27 日には、建設工期の関係から、こ

れ以上交渉を続けることはできないとして大学側は交渉を打切り、学生部の

方針どおり近日中に建設にとりかかることを学生側に通告した。学生側はこ

の直後から条件闘争に切り換えて歩み寄りをみせ、同日午後 5 時半には正門

前の座り込みを解いた。その後学生側は寮費の不払体制も解いたため、新寮

建設をめぐる対立は一応の終結を見た。 

 しかしその後、学生寮に 8 名の欠員が生じ、この補欠募集をめぐって 1964

年 9 月以来、寮連合自治会と大学側との間に対立を生じた。自治会側は入寮

者選考権について、「学寮という自治体が自から構成員となるべき者を募集

し、選考決定するのは当然である」と寮生のみで選考を行うことを主張した

のに対し、大学側は、「学寮は大学の施設である以上、その利用者の決定は大

学側が行なうべきである」として、数回にわたって学生部と寮生との交渉が

行われた。しかし、寮生側は 11 月 17 日に一方的に入寮募集を開始し、寮務

委員会や学生部の説得や告示にもかかわらず 12 月 7 日に入寮決定者を発表

した。 

 このため、大学は同日付で学生部長名で発表の無効を告示し、さらに寮務

委員会は寮自治会委員長に発表の撤回を要求するとともに決定者各人にも入

寮しないよう勧告した。しかし、大学側の再三の勧告にもかかわらず 5 名の

学生が入寮したため、学生部は、12 月 18 日に学生部参与会を開いて、不法

入寮者にすみやかに退去するように命じるとともに、自治会委員長にも不法

入寮者をすみやかに退去させるように命令した。学生側はこれに応じず、抗

議集会等を開いてこれに抵抗したが、翌 1965 年に入ると自治会側が大学の

条件を受け入れたため、3 月 18 日の寮務委員会において、学生部長名をもっ

て補充入寮者を告示することを決定し、12 月以来の不法入居者問題は解決し

た。 
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松原寮の竣工 

 1965（昭和 40）年 3月、松原寮が竣工した。鉄筋コンクリート 3階建 1980m2

で、1 階に洋室 20 室、2・3 階に和室 40 室の部屋があり、収容人員は男子

120 名であった。各階には、談話室を兼ねた集会室があり、1 階が和室、2・

3 階は洋室で応接セットが置かれていた。また、寮内には放送設備が備えら

れ、炊事設備として電気釜 2 個・トースター1 台が備えられていた。 

 松原寮の完成に伴い、1965 年 3 月をもって第一学生寮および第二学生寮、

それに民間から借り受けていた松原寮が廃止された。第三学生寮は、前年の

評議会で 1 年間の延長が承認されていたが、第 2 期工事が完成しないため、

1966 年度末まで再延長されることになり、最終的には第 2 期工事が完成し

た 1968 年 3 月に廃止された。 

 松原寮完成時からの懸案であった同寮の増築は、1968 年 3 月にそれまで

の寮の北側に平行して、鉄筋コンクリート 4 階建 2 棟が建設された。敷地が

これ以上とれないためそれまでの 3 階建を 4 階建とし、通風・採光などを考

えて全体的に北側に延ばしたもので、延べ面積は 4445m2（増築分は 2465m2）

となった。各部屋 2 人で、これによって収容人員は 120 名から 180 名増加し

て 300 名となった。また、これに伴い同年 4 月から大学院生の松原寮入寮が

許可されることになった。1 階の管理人室、食堂（生協の経営）、浴室、放送

室を除けば、各階同じ構造になっており、居室、談話室（2 室）、洗濯場が設

けられている。 

 松原寮の増築によって第三学生寮は廃止され、箱崎地区の男子寮は松原寮

に一本化されることになった。第三学生寮は学生の集会所として使われるこ

とになり、生協組織部と学窓会がそのあとに入った。生協組織部が入ってい

た第二学生集会所は、1969 年 3 月に取り壊された。 
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第 3 節 日米安保闘争と高度成長期の学生運動 
 
（1）日米安保闘争 
 
1950 年代後半の学生運動 

 1954（昭和 29）年 5 月、九州大学の学生は市内 5 大学の学生とともに、

選挙法修正案（学生選挙権郷里法）反対闘争を進めていたが、29 日午後には

九州大学において学生選挙権剥奪反対合同学生大会を開いた。参加した学生

は市内デモを行い、ビラをまいて市民の協力を訴えた。1956 年 1 月には、

入学検定料および授業料の値上げが明らかにされ、九州大学の学生は同月 25

日以降寒波の中を街頭に出て、値上げ反対の署名運動を行った。 

 1957 年には、原水爆実験禁止運動と後半の勤務評定反対闘争が行われ、こ

の 1 年の組織力が、翌 1958 年以降の警察官職務執行法（警職法）改正案、

新日米安全保障条約反対闘争となって発展した。1957 年 5 月 17 日には、16

日に強行されたイギリスのクリスマス島水爆実験に抗議して、全国で 168 大

学、約 35 万人が集会・デモを行い、福岡では各大学において学内集会が行

われ、午後 3 時から 5 大学抗議集会が開催された。九州大学では教養部が授

業放棄をしてこれに参加した。11 月 1 日には、さらに大規模な原水爆禁止運

動が行われ、12 月 6 日夜には福岡市内 4 大学の学生約 200 人が原水爆実験

禁止、勤務評定反対を唱えて集会をもち、提灯デモを行った。 

 1958 年 10 月 8 日、政府が警職法改正案を国会に提出すると、反対運動は

戦後最大の盛り上りをみせ、九州大学では 10 月 28 日、11 月 5 日の運動を

通じて幅広い反対運動が展開された。11 月 5 日には、警職法改悪反対福岡地

区学生集会が福岡 4 大学学生約 2000 人を集めて行われた。また同日には、

九州大学経済学部教授団が反対声明を出したのを皮切りに、法・教養両教授

団をはじめ学内諸団体の反対声明が行われた。 
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安保改定反対運動 

 1959（昭和 34）年に入ると、日米安全保障条約改定をめぐって大々的な

反対運動がおこり、九州大学では 6 月 24 日、医学部講堂に約 1300 名の学生

を集めて教養部学生大会が開催され、安保改正反対抗議集会参加のため 25

日のストライキが大学当局の命令を無視して 550 対 380 で決議された。7 月

11 日には、福岡県下の 10 余の大学自治会が、九大教養部で福岡県学連を結

成した。これは九州地方大学自治会連盟（九学連）が 5 月 15 日、6 月 25 日

の運動を通じて、地区別の実情に応じた運動を進めていく必要をみとめたた

め、九学連の下部組織として新しく発足することになったものであった。 

 全学連は秋の試験を終えるとともに一時的停滞を脱し、9・18、10・20、

10・30、11・13 などの闘争をつぎつぎと行った。10 月 30 日、全学連は、

東京・大阪など全国主要都市を中心におよそ 35 万名の学生を動員して行動

を起した。福岡でも同日午後 2 時から安保条約改定阻止抗議集会が、九大・

西南大・学芸大・福岡女子大の 4 大学の学生約 1200 名が参加して東公園で

行われ、東公園から警固公園までデモ行進が行われた。九州大学では、福岡

市内 4 大学抗議集会にさきだって正午から全九大安保改定阻止学内集会が法

文経建物前で開催され、教養部・学部合わせて約 800 名の学生が参加した。 

 11 月 27 日の第 8 次安保反対統一行動における全学連の国会突入は、安保

反対運動の質的転換点となった。この第 8 次統一行動は、九州大学において

もかつてない盛りあがりをみせ、法・文・経の 3 学部と教養部が前日の学生

大会で全日ストを決議し、その他の学部からも授業を放棄して、多数の学生

が抗議集会に参加した。12 月 12 日には『展望』編集部と九大新聞が主催し

て工学部講堂で九大初の学徒出陣記念、反戦集会が開かれ、約 1000 名の大

学生・高校生や一般市民が参加した。総長をはじめ、わだつみの会、学友会、

九学連のメッセージのあと講演に移り、「反戦宣言」が採択された。 
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九学連事件 

 1960（昭和 35）年 1 月 16 日、岸信介首相ら新安保条約調印のための全権

団の羽田出発を阻止しようとする全学連と警官隊が衝突する「羽田事件」が

起こった。事件後、文部省は各大学長に通達を出し、参加学生の処分および

学園からの排除を要請した。1 月 21 日、羽田事件の裏付け捜査として、九学

連に属する宮崎大学の某学生に対する指令が九学連から出たものとして、法

文経建物地下室にある九学連書記局への立ち入り捜索の要請が警察よりなさ

れた。大学は、令状に指定された場所が法学部自治委員室と同室であったた

め、学生の立ち会いを申し出たが、早朝のため 3 回時間を延長しても学生は

見あたらず、学生の立ち会いのないまま検索、押収は終了した。そこへ数名

の学生がやってきて押問答となり、書類入りの風呂敷包みは総長室に運ばれ

た。 

 警察側は機動隊を待機させて実力でも押収しようとしたが、大学側は実力

行使を認めなかった。17 時間にわたる紛糾の間、関係者は最悪の事態を回避

して円満な解決をはかろうと努力を重ねたが、学生側は警察側の不当を糾弾

し、大学当局・代表学生の譲歩と説得のための努力も学生一般の容れるとこ

ろとならず、警察側は大学の期待どおりの譲歩を示さなかった。そして、22

日午前 2 時、警察側は実力行使を行い、書類を押収して 4 時頃引き揚げた。

また、この騒ぎのなかで学生 1 名が逮捕された（資料編Ⅱ－432・433、

pp.262-268）。 

 この事件は、全学的な大問題となり、1 月 27 日の評議会では、警察隊が大

学の柵を破って乱入したこと、総長室を汚したことは重大であり、大学自治

に対する重大な侵犯であるとして抗議するとともに、今後警察の大学立ち入

りについての措置が審議された。 

 

安保条約の成立 

 安保問題に関する政治情勢の急迫化に伴い、九州大学教養部では学生大会、
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ストライキ・授業放棄の回数が急増し、1960（昭和 35）年 4 月 23 日の学生

大会は約 1000 人が出席して 26 日のストライキを可決した。 

 全学連は 5 月 15 日を全国統一行動デーと定め、福岡では各大学での集会

ののち、午後 2 時から警固公園に市内 5 大学約 1300 人の学生が参加して抗

議大会を開き、福岡市内をデモ行進した。 

 5 月 19 日、自民党は国会会期の 50 日間延長を強行採決し、ついで討論な

しで安保条約を可決した。翌 5 月 20 日、九州大学では学生・教職組・教官

からなる全学共闘組織が発足した。6 月 4 日、全国各地で労働者は「ゼネス

ト的実力行使」を行い、それに歩調を合わせて福岡でも市内 5 大学が全日授

業放棄や全日ストを行った。 

 6 月 15 日には全学連主流派が国会突入をはかって警官隊と衝突、学生約

4000 人が国会構内で抗議集会を行い、警官隊は未明までに学生など 182 人

を逮捕した。負傷者は 1000 人を越え、女子学生 1 人が死亡した。 

 6 月 16 日の教養部学生大会は体育館に超満員の学生を集めて開かれ、3 日

間のストライキを決議した。大規模なデモは負傷者 2 名、逮捕者 1 名を出し、

県警前での座り込みが行われ、教授団が県警と交渉して夜 11 時半にやっと

釈放されるという騒ぎも起こった。6 月 19 日午前 0 時、新安保条約、日米地

位協定は自然成立となったが、学生大会は翌 20 日にも開かれ、20～22 日の

ストライキが成立した。21 日夕刻には若干の教官と共催の研究集会も持たれ

た。 

 

安保闘争後の学生運動 

 すでに内部分裂を決定的にしていた全学連は、1960（昭和 35）年 7 月の

全学連第 16 回定期大会で分裂し、日本共産党系の反主流派は全国自治会連

絡会議（全自連）を結成した。一方、主流派も執行部を構成していた共産主

義者同盟（ブント）が、安保の総括と情勢分析をめぐって対立し、7 月の共

産同 5 回大会で「第三次綱領」が否決された結果、戦旗派、プロレタリア通
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信派、革命の通達派などの諸派に分裂した。 

 1961 年 3 月、全自連は第 5 回代表者会議を開いて全学連の統一を決議し

た。同年 4 月には、全学連 27 回中央執行委員会が開かれ、日本革命的共産

主義者同盟全国委員会（革共同全国委派）の学生組織である日本マルクス主

義学生同盟（マル学同）が、共産同戦旗派を吸収して中央執行委員会を掌握

した。同年 6 月、学生運動は政治暴力行為防止法（政防法）闘争を展開し、

全自連は 3 万人前後と安保後最大の学生を動員したが、全学連中執派は 500

名前後を動員したにすぎなかった。同年 7 月に開かれた全学連第 17 回大会

では、主流派のマル学同と反マル学同派の革共同関西派、社会主義学生同盟

（社学同）、社会主義青年同盟（社青同）の 3 派が対立し、反主流派が大会

をボイコットしたため、マル学同が中央執行委員会を完全に独占した。これ

に対し、日共系の全自連は、7 月に全学連再建協議会を組織して、全学連再

建に乗り出したが、反対派の一部は構造改革派を組織した。 

 1962 年 4 月には、社学同・社青同・構造改革派による反マル学同の三派

連合が結成された。革共同では、この 3 派との共闘をめぐって激しい内部対

立が起こり、1963 年 4 月には、革命党の建設優先を主張する革マル派と大

衆闘争を重視する中核派に分裂し、その学生組織であるマル学同も両派に分

裂した。こうして、全学連はこれ以後、革マル派が中央執行委員会を独占す

ることになり、中核派は反主流派として、反日共系各派と流動的に連合しな

がら、全学連再建工作をすすめていくことになった。 

 
（2）高度成長期の学生運動 
 
九州大学の学生運動 

 教養部自治会では、1961（昭和 36）年 6 月に選出された 12 人の執行委員

の中に反マル学同民青（日本民主青年同盟）系の委員が 4 人（前自治会には

1 人）に増え、それまでの学生運動を批判する勢力が動き始めた。12 月 13
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日の教養部仮学生大会の役員選出では、マル学同系前期委員がバックアップ

する委員長候補と民青系委員および反前期執行部の考えを持つ委員が推す委

員長候補との決選となり、民青系の委員長が 8 対 7 の 1 票差で選出されたが、

翌 1962 年 1 月の代議員大会では執行委員 17 名中、マル学同系委員が 9 名を

占め、役員も独占して、前期に続いて指導権を確立した。マル学同は、その

後も教養部自治会の執行部を握っていたが、1963 年 6 月の代議員大会で社

青同が執行部を掌握した。 

 1961 年 12 月、経済学部自治会が全学連に加盟しない方針で再建された。

時を同じくして、農学部でも自治会が再建された。このように、つぎつぎと

単位自治会が再建されはじめた 1961 年 12 月 23 日の学友会代議員総会で、

当時の執行部のマル学同路線による活動総括案は反中執勢力である社青同・

民青との激しい論争の末、否決された。しかし社青同を中心とする反中執派

が対案を準備していなかったため、臨時中央執行委員を選出し、1 月にふた

たび代議員総会を開くことになった。 

 1962 年 1 月 27 日、第 16 回学友会代議員総会が開かれた（資料編Ⅱ－435、

pp.269-271）。昨年 12 月の代議員総会で選ばれた臨時中央執行委員は、それ

までのマル学同路線による学友会の活動は、全学友を基礎とすべき学生運動

の本質を見失ったものであったとの総括案を提出した。これに対し、旧中央

執行委員会の活動をほぼ正しいとする対案が出された。激しい討論の末、総

括案採決では臨時中執案・対案ともに否決された。そこでふたたび臨時中央

執行委員が選出され、4 月末に再度代議員総会を開くことになり、1962 年 6

月の学友会代議員総会で社青同がマル学同にかわって指導権を確立した。 

 1962 年 7 月 20 日、福岡県医師会館で学生約 130 名が集まり、九学連第

20 回定期大会を開催しようとしたが、室内の主流派に対し、反主流派が入室

しようとして混乱が起こった。7 月 22 日、主流派は約 100 名で高砂会館に

おいて反主流派の参会を警戒しつつ九学連大会を開いたが、反主流派は姿を

見せず、午後 4 時すぎに散会した。 
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 このように、安保闘争後の九州大学では、全学連主流派のマル学同が学友

会の中央執行委員会を握っていたが、1962 年 6 月の学友会代議員総会にお

いて社青同が指導権を確立することになった。また、自治会については、学

部自治会は安保闘争後、壊滅状態におちいっていたが、唯一活動を継続して

いた教養部自治会も、1963 年 6 月の代議員大会において、社青同がマル学

同にかわって執行部を掌握した。社青同は社会党の青年学生組織で、安保闘

争と三池闘争の過程で一定の位置を占めるようになり、1960 年 12 月には学

生班協議会が組織され、1961 年秋の東京大学教養学部の自治会選挙でも正副

委員長を獲得していた。 

 


